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　本県では、平成9年12月に「環境保全に関する基本理念」、「県・市町村・事業者・県民の責務」、「環
境施策の基本的な事項」などを明らかにした環境施策の指針となる「秋田県環境基本条例」を制定し
ました。
　この条例の第11条で、県は毎年環境の状況、環境の保全に関して講じた施策の概況等を公表するこ
ととしており、これらをとりまとめたものを「環境白書」として公表しています。

　秋田県環境基本条例に基づき、環境保全に関する施策を計画的・総合的に推進するため、平成10年3
月に「秋田県環境基本計画」を策定しました。以降、さまざまな環境保全施策を展開しながら、2023年
（令和5）年度現在の計画は「第3次」にいたっています。
 「第3次秋田県環境基本計画」では、「豊かな水と緑あふれる秋田」を次世代へ継承するため、県民、事
業者、民間団体、行政の各主体のパートナーシップによる環境施策の推進を通じて、持続可能な社会の実
現を目指します。
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多様な生態系の保全

　本県は、日本海と奥羽山脈に囲まれた約11,638㎢の県土を有しており、そこには多様な自然環
境が形成され、多種多様な動植物が見られます。
　この恵まれた自然環境は、我々だけではなく、後世にわたり良好な状態で引き継がなければな
らないものです。そのためには、自然環境調査を行い、それに基づいた体系的な保全を図るとと
もに、自然とのふれあい活動などを通じて、自然保護思想の普及啓発を推進していく必要があり
ます。

１　自然環境保全地域等の指定・管理
　秋田県の貴重な自然環境を保全するために、令和６年３月31日現在、自然環境保全地域が19箇
所、緑地環境保全地域が４箇所指定されています。県自然環境保全地域等では、自然環境保全推進
員による巡視を行いました。

２　自然景観などの保全

　本県の都市公園の整備状況は、令和5年度末で611箇所、1,593haで、都市計画区域人口一人当
たりの公園面積は21.8㎡となっています。
　河川環境については、従来の洪水氾濫防止機能などに加え、多自然川づくりなどの各種事業を
実施し、良好な河川及び海岸環境の保全と創出に努めています。
　都市周辺の森林については、保健休養機能をはじめ、国土保全機能、水源かん養機能などの公
益的な機能を総合的に発揮することができる森林（生活環境保全林）としての整備をしました。整
備状況は、令和５年度末で41箇所、1,740haとなっています。

（１）都市公園・河川海岸・生活環境保全林の整備

ふれあいの川美化事業（七滝川） 海水浴客で賑わう本荘海岸（由利本荘市）
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　本県の豊かな自然に恵まれた景観やのどかな風景を守り、心のなごむ県土を将来に引き継ぐた
めに、「秋田県の景観を守る条例」や「秋田県屋外広告物条例」に基づいた規制や指導を行い、地
域特性に応じた良好な景観の保全・創出を推進しています。
 また、県民文化の基盤を形成している由緒ある史跡や町並みなどを保存して、ふるさとの優れた
歴史的・文化的遺産を次の世代に継承していくために、「文化財保護法」や「秋田県文化財保護条
例」に基づいて文化財の指定や保護を進め、豊かで地域的な特色を持つ歴史的・文化的環境の保
全と活用に努めています。
　この基本方針に基づき、心豊かな生活を求める県民のふれあいの場、郷土学習の場として活用
できる歴史的環境の整備と自然環境の保全を進めています。

（２）自然景観、歴史的・文化的遺産の保全

○秋田県の景観を守る条例に基づく建築物又は工作物の新築等の届出件数

野生動植物の保護

１　秋田県版レッドデータブック
　「レッドデータブック」とは、絶滅のおそれのある野生動植物についての本のことです。秋田県版
レッドデータブックは平成13年度に植物編・動物編が刊行されており、平成20年度には秋田県版
レッドデータブック維管束植物以外編（蘚苔類・地衣類）を刊行するとともに、レッドリスト（シャジ
クモ類：植物）を発表しています。平成21年度から、秋田県版レッドデータブック改訂検討委員会に
おいて改訂に向けた検討を進め、平成25年度に維管束植物のレッドデータブックの改訂版、平成27
年度には鳥類、爬虫類、両生類、淡水魚類、陸産貝類の改訂版として「２０１６動物Ⅰ」、令和元年度に
哺乳類、昆虫類の改訂版として「２０２０動物Ⅱ」を発刊しました。これらには絶滅のおそれのある種
など、1,358種が記載されています。

２　野生鳥獣の保護管理
　県内に生息する多種多様な野生鳥獣の保護・管理のため、鳥獣保護管理事業計画（計画期間５年
間）を策定し、鳥獣保護思想の普及啓発、鳥獣保護区の指定、鳥獣の分布調査、鳥獣保護管理員の
設置、鳥獣保護センターにおける傷病野生鳥獣の保護、カモシカ、ニホンザル、ツキノワグマ、ニホン
ジカ、イノシシ、カワウの生息調査と管理計画の策定などの施策を実施しています。
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外来種への対応

生物多様性の主流化

１　外来種問題
　外来種は、地域の生態系、人の生命及び身体、農林水産業へ大きな被害を与える種も存在し大き
な脅威となっていることから、拡散防止対策の策定や駆除活動に取り組み、また、外来種問題につい
て理解を深めてもらうため、県民に対する普及啓発活動も進めます。

１　自然保護思想の普及啓発
　近年の様々な環境問題に対処するためには、自然を大切にし、自然とふれあい、自然と調和した活
動を行う県民意識を育むことが大切です。
　自然ふれあい施設である「環境と文化のむら」では、自然との正しい接し方、自然の楽しみ方につい
て指導したほか、定期的に自然観察会、講習会を実施しました。

２　生物多様性PR動画「 LOVE LIVES AKITA ～秋田と生物多様性」
　本県では、「人と自然が共生する豊かでうるおい
のある秋田県を目指す」ことを基本理念とし、『秋田
県生物多様性地域戦略』を取りまとめています。
　生物多様性の重要性についての理解を深めてもら
うため、生物多様性PR動画「 LOVE LIVES AKITA 
～秋田と生物多様性」を令和５年３月に作成しまし
た。

自然観察会

○令和５年度自然環境学習拠点施設の利用者数
施　設　名 利用者

環境と文化のむら
（五城目町） 7,469名

鉾立ビジターセンター
（にかほ市） 17,517名

素波里ふるさと自然公園センター
（藤里町） 3,875名

玉川温泉ビジターセンター
（仙北市） 7,025名

奥森吉青少年野外活動基地
（北秋田市） 1,102名

合　計 36,988名
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自然とのふれあいの確保

　県内には手つかずの原生林が今なお残り、十和田湖、田沢湖といった湖沼や県内各地の特色あ
る渓谷を四季折々に彩ります。また、活発な火山現象に由来する個性豊かな温泉地が多く、県内
外から数多くの利用者が癒やしを求めて訪れています。
　近年では、ライフスタイルの多様化を背景に、自然とのふれあいを求める機運が一層高まって
おり、県では、豊かで美しい秋田の自然を保全しつつ、より積極的に自然に親しんでもらえるよう
な環境づくりに取り組んでいます。

１　自然公園の保護と整備

（１）自然公園の指定状況

 

                       

八森岩館県立自然公園 
(S39.7.16 指定 2,179ha) 

秋田白神県立自然公園 
(H16.8.24 指定 6,275ha)  

田代岳県立自然公園 
(S50.1.11 指定 1,855ha) 

白神山地世界遺産地域 
(H5.12.11 登録 4,344ha(秋田県)) 

十和田八幡平 

国立公園 
(S11.2.1(S31.7.10 追加) 

指定 29,202ha) 

田沢湖抱返り県立自然公園 
(S35.4.1 指定 7,477ha)  

真木真昼県立自然公園 
(S50.1.11 指定 5,903ha) 

森吉山県立自然公園 
(S43.10.1 指定 15,214ha)

 
男鹿国定公園 
(S48.5.15 指定

 

 11,534ha)

 

太平山県立自然公園 
(S47.7.15 指定 11,897ha)  

栗駒国定公園 
(S43.7.22 指定 23,207ha) 

鳥海国定公園 
(S38.7.24 指定 15,940ha)

玉川温泉ビジターセンター 

秋田駒ヶ岳情報センター 

鉾立ビジターセンター 

素波里ふるさと自然公園センター 

白神山地世界遺産センター（藤里館） 

森吉山野生 
鳥獣センター 

環境と文化のむら 

きみまち阪県立自然公園 
(S39.7.16 指定 599ha) 

八幡平ビジターセンター 
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　自然公園の適正利用と施設管理を充
実させるため18名の自然公園管理員を
配置し、高山植物の盗採防止や、マナー
向上に向けた呼びかけを行っています。
　また、自然保護意識の普及啓発を図
る中心的な施設として、ビジターセン
ターなどを設置し、地勢や動植物などの
情報を紹介しているほか、自然素材を活
用した体験学習を提供しています。

２　森林の総合利用

　健康志向の高まりや余暇時間の増大に伴って、森林に対するニーズが多様化してきているなか、森
林が有する保健休養などの機能を活用した森林総合利用施設の整備を進めています。

法体の滝園地吊橋（由利本荘市鳥海町百宅）阿弥陀池避難小屋（仙北市田沢湖生保内）

玉川温泉ビジターセンター

○令和５年度に整備した主な自然公園施設

○森林総合利用施設の整備状況 （令和６年３月31日現在）

（２）自然公園の利用状況

　利用者の利便性の向上や安全確保のため、登山道の整備、壊れた施設の改修などを行っています。
（３）公園施設の整備

名　称 箇所 摘　要 名　称 箇所 摘　要
ふれあいの森
立県百年の山

森林総合利用

生活環境保全林

78
1

35

41

県民の森
学習交流の森
体験の森
合計

1
1
1

158

仙北市
学習交流館場内（秋田市）
ぶなっこランド内（八峰町）

森づくり税事業
能代市
林業構造改善事業
森林空間総合整備事業
治山事業
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３　温泉の保護と利用

　本県は、豊かな温泉資源に恵まれており、令和６年３月31日現在の温泉地数が116地域、浴用・飲
用向けの源泉総数が520箇所で、令和５年度の宿泊利用人員は1,590千人となっています。また、大館
ぐるみ温泉郷、八幡平温泉郷、田沢湖高原温泉郷、秋ノ宮温泉郷が国から国民保養温泉地として指
定されています。
　県では、温泉を保護するとともにその適正利用を図るため、温泉法に基づき、温泉の掘削や利用に
ついての許可等を行っています。

○市町村別温泉源泉数（浴用・飲用分） 令和６年３月31日現在

市町村名 源泉数 市町村名 源泉数 市町村名 源泉数
秋田市
能代市
横手市
大館市
男鹿市
湯沢市
鹿角市
由利本荘市
潟上市

25
7
28
47
21
83
120
23
3

大仙市
北秋田市
にかほ市
仙北市
小坂町
上小阿仁村
三種町
八峰町
藤里町

33
17
13
55
5
1
7
6
3

五城目町
八郎潟町
井川町
大潟村
美郷町
羽後町
東成瀬村

7
0
0
2
7
1
6

県　計 520
※利用・未利用の状況が確認できない源泉は除く。
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農地、森林、沿岸域の環境保全機能の維持・向上

　農地、森林、沿岸域においては、水資源のかん養などの公益的機能をより充実させるととも
に、周辺環境との調和がとれた事業を進めています。

１　農地

　農業は、水資源のかん養や洪水の調節などの県土保全、有機物などの土壌への還元による生態系
の保持などに大きな役割を果たしています。また、消費者の関心は、「安心して食べることのできる農
産物へ」と変化してきています。                 
　平成27年度に「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」が施行され、環境保全型農
業を支援する制度が強化されました。本県では、令和５年度に９市町村、4,631haで取り組まれまし
た。

２　森林　

　本県は、森林面積が県の面積の72％を占めるなど全国有数の森林県です。森林は、木材の生産・販
売といった経済的機能のほか、水源のかん養や土砂崩壊の防止、保健休養などの公益的機能を有し
ています。特に近年は公益的機能について県民の関心が高まっているほか、地球温暖化防止という側
面からも注目されています。
　県では、これら各機能の高度発揮を図るため、併存する機能に配慮しつつ、森林の資源状況に応じ
た適正な森林施業の実施や森林の保護等に関する取組を推進し、重視すべき機能に応じた多様な森
林の整備及び保全を図ります。
　また、平成20年４月には、「ふるさと秋田」の森林を将来にわたって健全に守り育てていくために
「秋田県水と緑の森づくり税」を導入し、環境や公益性を重視した森づくりを行っています。

○環境保全型農業への取組

○森林の概要

（令和６年３月31日現在）

（令和５年３月31日現在）

蓄積の総数については、内訳と一致していない。

年度
項目 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

取組市町村 16市町村 16市町村 15市町村 13市町村 11市町村 10市町村
実施面積 1,611ha 1,525ha 1,519ha 4,204ha 4,475ha 4,485ha

カバークロップ 490ha 544ha 493ha 454ha 370ha 376ha
有機農業 603ha 500ha 459ha 452ha 440ha 419ha
堆肥の施用 292ha 254ha 255ha 255ha 246ha 244ha
長期中干し 2,497ha 2,783ha 2,586ha
秋耕 4ha
地域特認 225ha 227ha 312ha 547ha 637ha 855ha

令和５年度

9市町村
4,631ha

305ha
421ha
298ha

2,791ha
5ha

810ha

区分 面積
（千ha）

蓄　積（千㎥）
総　数 針葉樹 広葉樹

国有林 392 68,673 38,223 30,451

民有林 448 125,476 98,820 26,656
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農地、森林、沿岸域の環境保全機能の維持・向上

　農地、森林、沿岸域においては、水資源のかん養などの公益的機能をより充実させるととも
に、周辺環境との調和がとれた事業を進めています。

１　農地

　農業は、水資源のかん養や洪水の調節などの県土保全、有機物などの土壌への還元による生態系
の保持などに大きな役割を果たしています。また、消費者の関心は、「安心して食べることのできる農
産物へ」と変化してきています。                 
　平成27年度に「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」が施行され、環境保全型農
業を支援する制度が強化されました。本県では、令和５年度に９市町村、4,631haで取り組まれまし
た。

２　森林　

　本県は、森林面積が県の面積の72％を占めるなど全国有数の森林県です。森林は、木材の生産・販
売といった経済的機能のほか、水源のかん養や土砂崩壊の防止、保健休養などの公益的機能を有し
ています。特に近年は公益的機能について県民の関心が高まっているほか、地球温暖化防止という側
面からも注目されています。
　県では、これら各機能の高度発揮を図るため、併存する機能に配慮しつつ、森林の資源状況に応じ
た適正な森林施業の実施や森林の保護等に関する取組を推進し、重視すべき機能に応じた多様な森
林の整備及び保全を図ります。
　また、平成20年４月には、「ふるさと秋田」の森林を将来にわたって健全に守り育てていくために
「秋田県水と緑の森づくり税」を導入し、環境や公益性を重視した森づくりを行っています。

○環境保全型農業への取組

○森林の概要

（令和６年３月31日現在）

（令和５年３月31日現在）

蓄積の総数については、内訳と一致していない。

年度
項目 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

取組市町村 16市町村 16市町村 15市町村 13市町村 11市町村 10市町村
実施面積 1,611ha 1,525ha 1,519ha 4,204ha 4,475ha 4,485ha

カバークロップ 490ha 544ha 493ha 454ha 370ha 376ha
有機農業 603ha 500ha 459ha 452ha 440ha 419ha
堆肥の施用 292ha 254ha 255ha 255ha 246ha 244ha
長期中干し 2,497ha 2,783ha 2,586ha
秋耕 4ha
地域特認 225ha 227ha 312ha 547ha 637ha 855ha

令和５年度

9市町村
4,631ha

305ha
421ha
298ha

2,791ha
5ha

810ha

区分 面積
（千ha）

蓄　積（千㎥）
総　数 針葉樹 広葉樹

国有林 392 68,673 38,223 30,451

民有林 448 125,476 98,820 26,656
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３　沿岸域

　漁港周辺には漁業生産上重要な岩礁域が広がっています。この岩礁域には、ホンダワラをはじめと
する藻場が分布し、アワビやサザエなどの大切な漁場として地域の漁業者に利用されています。ま
た、藻場は本県の重要な水産資源であるハタハタの産卵場であるほか、多くの魚種にとって生育の場
としても重要な機能を持っています。
　漁港・漁場の整備に当たっては、今後も自然環境との調和や周辺環境への影響を緩和する構造物、
工法などの採用を積極的に推進するとともに、「つくり育てる漁業」の推進により資源水準を維持し
ながら沿岸域の高度利用を図っていきます。

令和６年３月31日現在

針葉樹と広葉樹の混じった公益的機能の高い森林 スギ林での森林環境学習

森 

づ 

く 

り 

へ 

の 

参 

加

県　民　税

既存分 超過課税分

秋田県水と緑の森づくり基金

納税

意見の反映

事業協議・報告

基金へ
積立

基金を財源と
して事業を実施

参画

事業の
検証

事業の
報告

秋田県水と緑の森づくり基金運営委員会
（県民参加の第三者期間）

秋田県水と緑の森づくり税による事業
豊かな里山林整備事業、安全・安心な森整備事業など

【委員の構成】学識経験者、公募委員

県民・企業

○「秋田県水と緑の森づくり税」の仕組み
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廃棄物の発生抑制と循環利用、適正処理の推進

　世界的な資源供給の制約や地球温暖化の問題が顕在化している中、循環型社会の形成をこれ
まで以上に推進していく必要があります。
　本県では、令和3年3月に、SDGｓの推進などの新たな取組を加えた「第4次秋田県循環型社会
形成推進基本計画」を策定し、令和7年度までに県民1人1日当たりのごみ排出量を935ｇにする
目標値を掲げ、その実現に向けて、協働による課題への統合的な取組の実施など、県民参加によ
る実践活動を促進します。

１　家庭における環境を意識した行動の定着

２　事業活動における環境配慮の取組の推進

 １人１日当たりのごみ排出量や一般廃棄物のリサイクル率が横ばい傾向で推移している現状を踏
まえ、３Ｒのうち特にリデュース、リユースにあたる２Ｒの促進に向けたライフスタイルの転換、人・
社会・環境に配慮した消費行動である「エシカル消費」の普及啓発及びごみの減量化、資源ごみの
効率的なリサイクルのための家庭での分別の取組の強化を推進しています。
　令和５年度には、環境と経済が好循環する持続可能な仕組みを創出するため、食品廃棄物と廃
プラスチックに関するごみ減量・資源循環モデルの構築に向けて、社会実装に向けた実証試験を
行ったほか、県内のごみ処理事業者や市町村等の先行する取組事例を取材し、新聞広告等を活用
した情報発信を行いました。

（１）生活系ごみの３Ｒの取組

　事業活動に伴い排出される廃棄物の量は、経済状況や社会情勢に左右されるところもあります
が、産業廃棄物の排出量及び最終処分量は増加する傾向にあります。このため、事業者が活動か
ら生じる環境への影響を自主的かつ継続的に改善していくための取組として、紙ごみ等のリサイク
ルが容易な廃棄物の分別に関する基本的な情報や優れた３Ｒ事例、廃棄物の３Ｒの手法に関する
情報を提供するとともに、各事業所にあった環境配慮活動の推進役となる人材を育成し、各事業所
における廃棄物の３Ｒ及び適正処理に係る目標の設定や具体的な取組を促進しています。
　また、建設リサイクル法や自動車リサイクル法に基づくリサイクルが確実に行われるよう、排出事
業者や中間処理業者等への指導を徹底しているほか、処理する産業廃棄物を適切に管理するた
め、電子マニフェストの導入を推進しています。

（１）事業所における３Ｒの取組の推進

　県民のごみ削減意識の醸成と３Ｒの気運を高めるため、セミナー等のイベント開催等による普及
啓発活動、「秋田県環境教育等に関する行動計画」に基づいた県民、民間団体、事業者、市町村、
県が協働した環境教育及び市町村等の関係機関と連携・協力したクリーンアップ等の環境美化活
動を推進しています。

（２）環境に関する教育や学習等の推進
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　廃棄物の処理に当たっては、適正処理の推進のため、処理業者の処理状況の確認・指導を強化
するとともに、処理基準等の周知徹底を図り、信頼できる優良な業者の育成を推進し、資源循環や
温室効果ガス排出量が少ない等の付加価値を持った処理方法が積極的に選択されるよう、排出事
業者の意識改革を促す情報発信等の取組を推進しています。
　また、優良認定を受けた産業廃棄物処理業者を育成するとともに、優良な処理業者へのインセ
ンティブの付与等により、産業廃棄物処理業全体の健全化や強靱化を進めています。

（２）優良な事業者の利用の推進

　県内のリサイクル産業の育成並びに資源の循環的な利用及び廃棄物の減量化を図り、循環型
社会の形成に資することを目的とした「秋田県リサイクル製品の認定及び利用の推進に関する条
例」が平成16年４月から施行されています。
　県では、令和６年３月31日現在、一般廃棄物焼却施設から発生する溶融スラグ入りコンクリー
ト製品や廃プラスチックを使った資材など、30品目、255製品を認定し、これらの製品の優先調
達に努めています。

（３）秋田県認定リサイクル製品の利用拡大 
①　秋田県リサイクル製品認定制度

　県内各地の自然公園など、多くの利用者が見込まれる施設の整備において、認定リサイクル製
品を利用することで、認定事業者の市場開拓や販路の拡大につながる施工機会を提供し、また、
県民の方々に認定製品への理解を深めていただくため、秋田県認定リサイクル製品利用拡大推
進事業を実施しています。

②　秋田県認定リサイクル製品利用拡大推進事業

○秋田県認定リサイクル製品数の推移

木橋

森吉山自然公園

ＰＲ展示

環境関連イベント

（年度）
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　県では、平成11年度に県北部９市町村とともに、「豊かな自然と共生する環境調和型社会の形成」
を目指した「秋田県北部エコタウン計画」を策定し、使用済家電などからの有用な金属の回収や廃
木材や廃プラスチックなどを活用した新製品の製造を推進してきました。これらの取組は、本県に
おける環境・リサイクル産業振興のベースモデルとなっています。
　その後、平成22年度に「秋田県環境調和型産業集積推進計画（秋田エコタウンプラン）」、平成
28年度に「秋田県環境・リサイクル産業集積推進計画（第２期秋田エコタウンプラン）」を策定し、
対象地域を全県に拡げ、環境・リサイクル産業のさらなる集積や創出・育成を進めてきました。
　令和３年度には、「秋田県環境・リサイクル産業集積推進計画（第３期秋田エコタウンプラン）」
を策定し、レアメタル等金属リサイクルなどのこれからのカーボンニュートラル時代を支えるための
プロジェクトや、プラスチックリサイクルなどの持続可能な社会を支えるプロジェクトの取組を進め
ています。

（４）環境・リサイクル産業の振興

第3期秋田エコタウンプラン　基本施策と重点プロジェクト

　現在の社会情勢や市場変化を更なる成長の機会と捉え、県内企業が実施する施設整備や研
究開発、ＰＲ活動等に係る取組を支援しているほか、効率的な物流ネットワーク構築に向けた取
組を支援していきます。
　また、県民理解を醸成するため、多くの企業や県民が環境・リサイクルに関心がもてるよう、
様々な機会を活用し、積極的に情報提供・普及啓発を行っていきます。

①　基本施策

ア　レアメタル等金属リサイクル
　　レアメタル等金属リサイクルの推進のため、研究開発、設備投資等に対する支援を実施してい

きます。また、社会変化に対応した適切なリサイクルネットワークの見直しを進めていきます。
　　その他、国から指定を受けた「レアメタル等リサイクル資源特区」の制度を活用し、金属系使

用済製品からのレアメタル等の回収を推進するほか、レアメタル等リサイクル技術の情報収集・
共有化などを進めていきます。

イ　再生可能エネルギー設備リサイクル
　　太陽光発電設備に関しては、県内でのリユース・リサイクル拠点の形成に向けて、PVCJ（PV 

CYCLE JAPAN）をはじめとした関係機関と連携して取り組んでいきます。また、県外からの効
率的な収集ルートの構築や県内での回収・前処理などのリサイクルシステム形成などを支援して
いきます。

　　風力発電設備に関しては、県内における適正処理・再資源化の拠点形成と県内事業者の参入
拡大に向けた事業者間での情報共有や連携体制の構築を進めていきます。

②　重点プロジェクト

目指す姿
豊かな自然と共生する
環境調和型社会の実現

基本施策

重点プロジェクト

レアメタル等
金属資源
リサイクル プラスチック

リサイクル

石炭灰
リサイクル

カーボン
リサイクル

電池
リサイクル

再生可能
エネルギー設備
リサイクル

循環性の高いビジネスへの転換支援
情報提供・普及啓発

カーボンニュートラル時代を支える
プロジェクト

持続可能な社会を支える
プロジェクト
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　県では、平成11年度に県北部９市町村とともに、「豊かな自然と共生する環境調和型社会の形成」
を目指した「秋田県北部エコタウン計画」を策定し、使用済家電などからの有用な金属の回収や廃
木材や廃プラスチックなどを活用した新製品の製造を推進してきました。これらの取組は、本県に
おける環境・リサイクル産業振興のベースモデルとなっています。
　その後、平成22年度に「秋田県環境調和型産業集積推進計画（秋田エコタウンプラン）」、平成
28年度に「秋田県環境・リサイクル産業集積推進計画（第２期秋田エコタウンプラン）」を策定し、
対象地域を全県に拡げ、環境・リサイクル産業のさらなる集積や創出・育成を進めてきました。
　令和３年度には、「秋田県環境・リサイクル産業集積推進計画（第３期秋田エコタウンプラン）」
を策定し、レアメタル等金属リサイクルなどのこれからのカーボンニュートラル時代を支えるための
プロジェクトや、プラスチックリサイクルなどの持続可能な社会を支えるプロジェクトの取組を進め
ています。

（４）環境・リサイクル産業の振興

第3期秋田エコタウンプラン　基本施策と重点プロジェクト

　現在の社会情勢や市場変化を更なる成長の機会と捉え、県内企業が実施する施設整備や研
究開発、ＰＲ活動等に係る取組を支援しているほか、効率的な物流ネットワーク構築に向けた取
組を支援していきます。
　また、県民理解を醸成するため、多くの企業や県民が環境・リサイクルに関心がもてるよう、
様々な機会を活用し、積極的に情報提供・普及啓発を行っていきます。

①　基本施策

ア　レアメタル等金属リサイクル
　　レアメタル等金属リサイクルの推進のため、研究開発、設備投資等に対する支援を実施してい

きます。また、社会変化に対応した適切なリサイクルネットワークの見直しを進めていきます。
　　その他、国から指定を受けた「レアメタル等リサイクル資源特区」の制度を活用し、金属系使

用済製品からのレアメタル等の回収を推進するほか、レアメタル等リサイクル技術の情報収集・
共有化などを進めていきます。

イ　再生可能エネルギー設備リサイクル
　　太陽光発電設備に関しては、県内でのリユース・リサイクル拠点の形成に向けて、PVCJ（PV 

CYCLE JAPAN）をはじめとした関係機関と連携して取り組んでいきます。また、県外からの効
率的な収集ルートの構築や県内での回収・前処理などのリサイクルシステム形成などを支援して
いきます。

　　風力発電設備に関しては、県内における適正処理・再資源化の拠点形成と県内事業者の参入
拡大に向けた事業者間での情報共有や連携体制の構築を進めていきます。

②　重点プロジェクト

目指す姿
豊かな自然と共生する
環境調和型社会の実現

基本施策

重点プロジェクト

レアメタル等
金属資源
リサイクル プラスチック

リサイクル

石炭灰
リサイクル

カーボン
リサイクル

電池
リサイクル

再生可能
エネルギー設備
リサイクル

循環性の高いビジネスへの転換支援
情報提供・普及啓発

カーボンニュートラル時代を支える
プロジェクト

持続可能な社会を支える
プロジェクト
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　令和４年度に排出されたごみの量は34.1万トンと、前年度から0.5万トン減少しています。
　県民1人1日当たりでは991ｇを排出したことになり、近年は横ばい傾向で推移し、全国平均を111ｇ
上回っています。また、リサイクル率は14.1％であり、前年度と横ばいで推移しています。
　なお、令和３年３月に策定した「第4次秋田県循環型社会形成推進基本計画」では、令和７年度まで
に県民１人１日当たり排出量935ｇとする目標を定めており、この実現に向けて更なる減量化・リサイク
ルに取り組んでいく必要があります。

（１）一般廃棄物の処理状況

　循環型社会の構築に向けて、令和５年度は、県内のごみ処理事業者や市町村等の先行する取組
事例を新聞紙面に掲載したほか、プラスチック資源の循環を通じて環境と経済が好循環する仕組
みを構築するため、ごみ処理事業者や市町村等の連携をコーディネートしながら、実証試験を行い
ました。
　また、一般廃棄物処理施設については、全般的に施設の老朽化、処理能力の低下等が見られる
ことから、監視指導を強化するとともに、市町村等に対して、維持管理の徹底と自主管理体制の強
化、施設の計画的な整備について指導しています。

（２）一般廃棄物の処理対策

３　一般廃棄物

　令和５年度の中間処理実績は123.8万トンで、前年度に比べ、6.3万トンの減少となっています。
　最終処分については、安定型処分場で0.6万トン、管理型処分場で39.3万トン、合計で39.9万トン
が埋め立てされています。このほか、鉱山保安法適用施設で11.7万トンが最終処分されており、最終
処分量の合計は51.6万トンとなっています。

（１）産業廃棄物の処理状況

４　産業廃棄物

○１人１日当たりのごみ排出量

○産業廃棄物処理実績の推移

○リサイクル率

市町村資源化量＋集団回収量
市町村処理量＋集団回収量

※リサイクル率＝ × 100

（単位：万トン）

※最終処分には鉱山保安法適用分を含む。
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14.1

19.6
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R4 R4H25 26 27 28 29 30 R1 R3R2

（％）

年度

秋田県
全国

年　　度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

中間処理 134.2 130.5 122.4 146.0 181.4 136.0 137.4 122.3 133.4 130.1

最終処分  38.9 39.4 40.0 39.6 42.0 39.9 53.9 47.8 49.3 52.5

R5

123.8

51.6
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　産業廃棄物の排出抑制、減量化、再生利用や処理施設の適正な維持管理などについて、排出事
業者、処理業者等を指導しています。また、不法投棄や不適正処理を防止するため、全県８保健所
に「環境監視員」及び専用の監視指導車を配置しているほか、各保健所管内に不法投棄監視カメ
ラを設置するとともに、広域連携によるスカイパトロールなどを実施しています。
　また、県内中小企業から排出される産業廃棄物の適正処理を推進するため、秋田県環境保全セ
ンターの整備及び維持管理を行っています。
　能代産業廃棄物処理センターについては、事業者の倒産以降、県が維持管理を行ってきました
が、平成17年２月から、「特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法」の実施計
画に基づき、国の財政支援を受けながら、汚水処理等の維持管理や遮水壁設置等の汚染拡散防止
などの環境保全対策を講じてきました。
　令和５年３月で計画期間が終了したことから、同年4月からは「特定支障除去等維持事業」とし
て、これまで行ってきた対策を基本とした環境保全対策を継続しています。

　循環型社会を形成するためには、これまでの規制的手法に加えて、市場原理を活用した経済的手
法が有効であるとの観点から、「秋田県産業廃棄物税条例」と「秋田県県外産業廃棄物の搬入に係
る事前協議等に関する条例」を平成14年12月に制定し、平成16年1月から施行しています。

（２）産業廃棄物の処理対策

５　産業廃棄物税制度と県外産廃に関する事前協議・環境保全協力金制度

　産業廃棄物の発生抑制、減量化・リサイクルの促進に関する費用に充てることを目的とし、最終
処分場に搬入される産業廃棄物1トンにつき1,000円の税を排出事業者に負担していただいていま
す。

（１）産業廃棄物税制度

　県外で発生した産業廃棄物を県内で処分するために搬入する場合、排出事業者は、その種類・数
量についてあらかじめ県と協議を行い、その協議内容に基づき、産業廃棄物の適正処理を行い、次
に掲げる処分目的別に環境保全協力金を納入することを内容とする協定を締結することとしてい
ます。
　最 終 処 分：１トン当たり　500円
　 中間処 理：１トン当たり　200円
　リサイクル：１トン当たり     50円

（２）県外産廃に関する事前協議・環境保全協力金制度

　環境と調和した産業づくりの支援、秋田県認定リサイクル製品の普及拡大、産業廃棄物のリサイ
クル促進の研究、環境監視員による不法投棄監視活動等の事業に充当しています。

（３）産業廃棄物税及び環境保全協力金を財源とした事業
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　循環型社会の形成に向けた課題等への取組は、県民一人ひとりや事業所、自治体等がそれぞれ個
別に取り組むだけではなく、各主体が積極的に連携していくことが求められています。

　第３次秋田県海岸漂着物等推進地域計画などに基づき、クリーンアップ活動やマイボトル持参運
動等、プラスチックごみを含む海岸漂着物等の発生抑制に関する普及啓発を実施しました。

（１）プラスチックごみ対策の推進

　令和５年度は、「秋田県食品ロス削減推進計画」を推進するため、外食時の食べきれなかった食
品の「持ち帰り」について、集中的な普及啓発を実施しました。

（２）食品ロス対策の推進

６　協働による課題への統合的な取組

○産業廃棄物税と環境保全協力金の関係

県外で発生する産業廃棄物

秋田県内

環境保全協力金
50円／トン

環境保全協力金
200円／トン

環境保全協力金
500円／トン

県内で発生する産業廃棄物

中間処理施設
リサイクル関連施設

産 業 廃 棄 物 最 終 処 分 場

産業廃棄物税
1,000円／トン

リサイクル関連施設中間処理施設

産業廃棄物税　1,000円／トン

⑴最終処分場に直接
　搬入する場合

⑵中間処理施設に
　搬入する場合

⑶リサイクル関連施設に
　搬入する場合

産業廃棄物税　　※県内の最終処分場に搬入する場合に課税されます

環境保全協力金　※県内での処理の区分により金額が異なります

秋
田
県
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大気環境の保全、騒音・振動・悪臭の対策

　大気の汚染は、ぜん息、呼吸器疾患などの健康被害や動植物の生態系に対して悪影響をもたら
します。大気汚染の原因は、工場・事業場から出されるばい煙や自動車の排出ガスなど、ほとん
どが人間の活動によってもたらされるものです。県及び秋田市では、大気汚染防止法や秋田県公
害防止条例に基づき良好な大気環境の保全に努めています。併せて日常生活に密着した感覚公
害と呼ばれる騒音・振動・悪臭の防止対策にも努めています。

１　大気汚染の現況
　大気環境は、おおむね良好な状態を保っています。
　令和5年度は、二酸化硫黄（11局）、二酸化窒素（広面局を除く13局）、一酸化炭素（１局）、浮遊粒
子状物質（広面局を除く15局）、微小粒子状物質（８局）で環境基準を達成しました（広面局は有効
測定日数（250日以上）を満たさないため欠測となります）。光化学オキシダントについては全て（８
局）の測定局で環境基準を達成できませんでしたが、大気汚染防止法で定める光化学オキシダント
に関する大気汚染注意報発令基準は下回っています。
　また酸性雨の状況について、県では、平成２年７月から１週間ごとのpH等のモニタリング調査を実
施しています。令和５年度は県内３か所で測定しており、酸性雨が観測されていますが、これまで樹
木等への被害は報告されていません。全ての地点における降雨・降雪のpHは、ほぼ横ばいで推移し
ています。
　発がん性等の人の健康に有害な影響を及ぼすおそれがある有害大気汚染物質についてモニタリン
グを実施していますが、環境基準が定められているベンゼン等４物質については、基準を超える値は
検出されていません。

○大気汚染物質の濃度（年平均値） ○有害大気汚染物質の調査結果（令和５年度）

○降雨・降雪のｐＨの経年変化（全調査地点の平均値）0.000

0.005
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0.015

0.020
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27 28 29 30 R1 2 3 4 5
（年度）

（ｐＨ）

H26

物　質　名 地点数 年平均値 環境基準

ベンゼン 3 0.50～0.61 3㎍／㎥以下

トリクロロエチレン 1 0.018 130㎍／㎥以下

テトラクロロエチレン 1 0.023 200㎍／㎥以下

ジクロロメタン 1 0.59 150㎍／㎥以下

二酸化硫黄（単位：ppm）
）mpp：位単（）境環般一（素窒化酸二

）mpp：位単（）車動自（素窒化酸二
浮遊粒子状物質（単位：mg/m³）
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　工場・事業場に対して法令に基づく排出基準を遵守するよう指導するとともに、一般環境大気測
定局や自動車排出ガス測定局の適正な配置により測定体制を整備し、県内の大気汚染の状況把握
に努めています。
　また、稲わらスモッグの発生防止のため、稲わら焼き禁止の監視指導、啓発活動を行っています。

２　大気汚染の防止対策

　アスベスト含有製品の製造工場の従業員のみならず、その家族や付近住民までも悪性中皮腫等の
健康被害が生じることが明らかになったことから、アスベスト問題は大きな社会問題に発展し、国は
「石綿による健康被害の救済に関する法律」の制定やアスベスト関係法令の改正を行いました。
　県では、アスベスト除去作業現場の監視や作業現場周辺及び一般環境大気中のアスベスト濃度調
査を実施するなど、アスベスト対策を推進しています。

３　アスベスト対策

用語解説
○二酸化硫黄

　重油や石炭などの燃料に含まれている硫黄分が燃焼して発生する物質です。この物質は呼吸器系に影響を及
ぼしたり、酸性雨の原因にもなります。

○二酸化窒素
燃焼により発生した一酸化窒素の酸化で生成する物質で、呼吸器系に影響を及ぼします。

○酸性雨
　pH（水素イオン濃度指数）5.6以下の酸性を呈する雨で、工場・事業場や自動車等から排出された硫黄酸化物
や窒素酸化物等の汚染物質が大気中で酸化され、水に溶けやすい物質となり、雨滴の生成過程や降水の途中で
取り込まれて降り注ぐ現象。

○浮遊粒子状物質
　大気中に浮遊している粒径10μm以下の粒子状物質のことをいいます。大気中での滞留時間が長く、呼吸器系
に影響を及ぼします。

○微小粒子状物質（ＰＭ2.5）
　大気中の浮遊粒子状物質のうち、粒径2.5μm以下の粒子状物質のことをいいます。ＰＭ２．５とも呼ばれ、粒径
が小さいため、肺の奥深くまで入りやすく、人への健康影響が懸念されています。

○ｐｐｍ 
　百万分率のことで、例えば1ｍ3の大気中にある物質が1mg含まれている場合、その物質の濃度を1ppmと表現
します。

○有害大気汚染物質
　継続的に摂取される場合に人の健康を損なうおそれのある物質で、大気の汚染の原因となるものをいいます。
現在、有害大気物質に該当する可能性がある物質として248物質がリストアップされており、そのうちベンゼン、ト
リクロロエチレンなど23物質がモニタリングなどの優先的な取組物質となっています。

17 白書本編の関連頁　65－72



４　騒音・振動・悪臭の防止対策

　騒音については、騒音規制法に基づき規制地域として指定した13市２町において、振動について
は、振動規制法に基づき規制地域として指定した９市において、工場・事業場や建設作業から発
生する騒音・振動の規制事務が行われています。
　自動車騒音については、平成24年４月１日より自動車騒音の常時監視に係る権限が各市に移譲
されたことに伴い、市の区域においては各市で、市以外の区域においては県で自動車騒音の常時
監視を実施し、環境基準の達成状況の把握に努めています。令和５年度は主要幹線道路56区間、
延べ178.2ｋｍを評価した結果、9,412戸中9,199戸(97.7%)が昼間・夜間ともに環境基準を達成
していました。
　航空機騒音については、秋田空港周辺地域で調査を行っており、全測定地点で環境基準（Lden  
62dB）を達成していました。

○秋田空港周辺航空機騒音調査結果

○騒音・振動規制法及び悪臭防止法に基づく指定地域の状況（令和６年３月31日現在）

（１）騒音・振動

　悪臭については、悪臭防止法に基づき指定地域として指定した６市で、工場・事業場から発生す
る悪臭物質（アンモニア、メチルメルカプタンなどの22物質）の規制が行われています。

（２）悪臭

40
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70

H26 27 28 29 30 R1 2 3 54

（dB）

（年度）

環境基準：Lden 62dB

堤根
藤森藤森

安養寺

騒音規制法
秋田市、能代市、横手市、大館市、男鹿市、湯沢市、鹿角市、由利本荘市、潟上市、
大仙市、北秋田市、にかほ市、仙北市、五城目町、井川町

振動規制法 秋田市、能代市、横手市、大館市、男鹿市、湯沢市、鹿角市、由利本荘市、大仙市
悪臭防止法 秋田市、能代市、大館市、男鹿市、鹿角市、大仙市
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水・土壌環境の保全

　県内の河川、湖沼、海域及び地下水の良好な水質を維持するため、水質汚濁防止法や秋田県公
害防止条例に基づき、公共用水域や地下水の水質監視、工場・事業場の排水の監視指導を行って
います。
　長期にわたり環境基準が未達成となっている八郎湖については、湖沼水質保全特別措置法に
基づく湖沼水質保全計画を策定し、総合的な対策を進めています。

１　水質汚濁の現況

　令和５年度の河川及び湖沼、海域の水質調査の結
果、水質汚濁に関する環境基準のうち、「人の健康の保
護に関する項目（健康項目）」については、すべての調
査地点で環境基準を達成しました。
　また、「生活環境の保全に関する項目（生活環境項
目）」のうち、BOD（河川）、COD（湖沼・海域）の環境
基準達成率は河川で100％、湖沼で33.3％、海域で
100％でした。公共用水域全体では93.2％であり、経
年的には横ばいの状況で推移しています。

（１）公共用水域

２　水質汚濁の防止対策

（１）公共用水域及び地下水

 地下水の水質の概況調査を県内の41地点で行ったところ、すべての地点で環境基準を達成しま
した。
　また、これまでに地下水汚染が判明した28地点で継続監視調査を実施した結果、８地点で環
境基準値を超過しました。

 公共用水域及び地下水の水質汚濁状況などを把握するため、水質汚濁防止法に基づき、測定計
画を策定して水質の監視を行っています。また、人為的に地下水の水質が汚染された場合には、原
因者に対して汚染浄化対策等を指導しています。
　さらに、水質汚濁の一因である工場・事業場の排水対策として、立入検査により排水基準の遵
守を指導するとともに、生活排水対策についても、公共下水道、流域下水道、農業集落排水施設
等の整備促進や、生活排水も処理する浄化槽の普及促進を図っています。

（２）地下水

 令和５年度に県内で起こった油の流出や魚類のへい死等の水質関係の事故は51件であり、大半
が灯油等の油の流出によるもので、その約６割が貯油施設等の管理不備や給油時の作業ミス等
でした。

（３）水質汚濁事故

○BOD・CODの環境基準達成率の経年変化
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①　八郎湖
　八郎湖の水質は、干拓事業が完了した後、徐々に富栄養化が
進行し、アオコが大量に発生するなど、水質環境基準が確保
されない状況が続いてきました。このため、平成19年12月に
湖沼水質保全特別措置法に基づく指定湖沼の指定を受け、平
成20年３月に「八郎湖に係る湖沼水質保全計画（第１期）」、
平成26年３月に「八郎湖に係る湖沼水質保全計画(第２期)」、
令和２年３月に「八郎湖に係る湖沼水質保全計画(第３期)」を策定し、水質保全に資する各種対策
を実施しています。
　CODの経年変化は、アオコが異常発生した平成24年度と高温少雨等の影響があり悪化した令
和元年度を除くと、平成19年度以降は概ね横ばい傾向を示しています。

②　十和田湖
　十和田湖は、長期的に水質環境基準を達成できない状
況にあったことから、平成13年８月に青森県と協働で策定
した「十和田湖水質・生態系改善行動指針」（平成27年３
月改定）に基づき、水質・生態系改善のための各種取組を
進めています。
　なお、令和５年度の水質 調査 結果は、湖心のCOD 
（75％値）が1.7mg/L、透明度（年平均値）が10.8ｍでした。

○八郎湖のCOD（75％値）の経年変化

○十和田湖のCOD75％値の経年変化

（２）三大湖沼対策
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①　八郎湖
　八郎湖の水質は、干拓事業が完了した後、徐々に富栄養化が
進行し、アオコが大量に発生するなど、水質環境基準が確保
されない状況が続いてきました。このため、平成19年12月に
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平成26年３月に「八郎湖に係る湖沼水質保全計画(第２期)」、
令和２年３月に「八郎湖に係る湖沼水質保全計画(第３期)」を策定し、水質保全に資する各種対策
を実施しています。
　CODの経年変化は、アオコが異常発生した平成24年度と高温少雨等の影響があり悪化した令
和元年度を除くと、平成19年度以降は概ね横ばい傾向を示しています。

②　十和田湖
　十和田湖は、長期的に水質環境基準を達成できない状
況にあったことから、平成13年８月に青森県と協働で策定
した「十和田湖水質・生態系改善行動指針」（平成27年３
月改定）に基づき、水質・生態系改善のための各種取組を
進めています。
　なお、令和５年度の水質 調査 結果は、湖心のCOD 
（75％値）が1.7mg/L、透明度（年平均値）が10.8ｍでした。

○八郎湖のCOD（75％値）の経年変化

○十和田湖のCOD75％値の経年変化

（２）三大湖沼対策
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○十和田湖（湖心）の透明度の経年変化

○田沢湖（湖心）のｐＨの経年変化 

③　 田沢湖
　田沢湖は、昭和15年に酸性河川の玉川から導水したことにより、pHが4.2（昭和45年頃）程度の
酸性湖になりました。その後、平成元年の玉川酸性水の中和処理開始以降、田沢湖のpHは徐々に
改善してきていましたが、平成14年度以降、玉川温泉の源泉（大噴）の酸度が上昇し、pHは低下傾
向を示しました。しかし、近年は横ばい傾向にあり、令和５年度のpHは5.4でした。
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下水道を除く。） をいいます。

○健康項目
　公共用水域の水質汚濁に係る環境基準のうち、人の健康を保護する上で、維持されることが望ましい基準と
して設定された項目です。重金属、揮発性有機化合物、農薬等の27項目が設定されています。
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　水質汚濁の中で、生活環境に悪影響を及ぼすおそれのあるものとして定められた項目で、生物化学的酸素要
求量（B O D）や化学的酸素要求量（C O D）等の13項目が設定されています。

○BOD（生物化学的酸素要求量、Biochemical Oxygen Demand）　
　水中の有機物が微生物の働きによって分解されるときに消費される酸素の量。河川の水質の汚濁状況を示す
代表的な指標で、数値が大きいほど汚濁が進んでいるといえます。

○COD（化学的酸素要求量、Chemical Oxygen Demand）
　水中の有機物が酸化剤で化学的に分解された際に消費される酸素の量。湖沼・海域の水質の汚濁状況を示す
代表的な指標で、数値が大きいほど汚濁が進んでいるといえます。
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３　土壌環境

　土壌汚染対策法は、土壌汚染の状況の把握に関する措置及び汚染による健康被害の防止に関す
る措置を定めること等により、人の健康を保護することを目的として、平成15年２月15日に施行さ
れ、土壌汚染の存在する範囲を区域指定し、対策を講ずること等が定められました。
令和５年度末現在、県内では土壌汚染対策法に基づく指定区域として秋田市、横手市及び湯沢市
で、12区域が指定されています。
　平成22年４月１日の改正土壌汚染対策法の施行に伴い、汚染土壌処理業者は処理施設毎に許
可が必要となりました。県内では、これまでに４業者５施設（うち秋田市に１業者１施設）が許可を
取得しています。

（１）土壌汚染の防止対策

　本県は、かつて国内有数の鉱山県でしたが、
明治以降、近代化による大規模操業が行われ
たことにより鉱害問題が発生しました。
　本県におけるカドミウム等の重金属による汚
染農用地の面積は1, 8 91h aで、このうち
1,822ha（10市町、25地域）を「農用地の土
壌の汚染防止等に関する法律」第３条の規定
に基づき、農用地土壌汚染対策地域に指定し
てきました。
　また、未対策地域やカドミウム汚染米の発
生するおそれのある地域については、生産防
止対策としてカドミウム吸収抑制のための土壌
改良資材の施用や湛水管理の徹底、流通防止
対策として集荷時の自主ロット調査等を行い、
生産から流通に至る各段階で、秋田米の安全
性を確保しています。
　なお、自主ロット調査等の結果、食品衛生法
の基準を超えた米については、県が全量買い
上げ後、人工骨材の生成に係る原料等に再利
用しています。

（２）鉱山鉱害の防止対策

吉乃鉱山（横手市）坑廃水処理施設

第
２
章

環
境
へ
の
負
荷
の
少
な
い
循
環
を
基
調
と
し
た
社
会
の
形
成

22白書本編の関連頁　77



３　土壌環境
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たことにより鉱害問題が発生しました。
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対策として集荷時の自主ロット調査等を行い、
生産から流通に至る各段階で、秋田米の安全
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　なお、自主ロット調査等の結果、食品衛生法
の基準を超えた米については、県が全量買い
上げ後、人工骨材の生成に係る原料等に再利
用しています。

（２）鉱山鉱害の防止対策
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化学物質対策

　私たちの身の回りでは、あらゆる分野で様々な化学物質が使用されており、その利用によって
便利な生活を送っています。一方で、製品の製造や使用、廃棄の過程で環境中に排出され、人の
健康や生態系に悪影響を及ぼすおそれのあるものもあります。このような化学物質への取組とし
て、県ではダイオキシン類の常時監視やアスベスト対策などを行っています。

１　ダイオキシン類の現況と対策

　ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、大気、公共用水域の水質・底質、地下水質及び土壌の
ダイオキシン類の常時監視を行っています。令和５年度は、全ての地点で環境基準を達成していま
した。

（１）一般環境の現況

　ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、廃棄物焼却炉等の設置者に対し、設置に関する届出
や自主測定の実施及び測定結果の報告等の指導を行うとともに、施設からの排出ガスや排出水の
排出基準検査を実施しています。
　令和５年度の排出基準検査では、排出ガス８施設、ばいじん１施設を対象に実施し、全ての施設
で排出基準に適合していました。

（２）発生源対策

○令和５年度ダイオキシン類常時監視結果
対　　象 測定地点数 達成地点数 環境基準

大　　気 5 5 0.6pg-TEQ/㎥以下

水　　質 15 15 1pg-TEQ/L以下

底　　質 14 14 150pg-TEQ/g以下

地 下 水 4 4 1pg-TEQ/L以下

土　　壌 7 7 1,000pg-TEQ/g以下
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２　ＰＲＴＲ制度の推進
　PRTR制度（化学物質排出移動量届出制度）は、有害性のおそれのある化学物質について、どのよ
うな発生源から、どれだけ環境中に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれてどれだけ事業所の外に
運び出されたかというデータを把握し、集計し、公表する仕組みです。

　令和４年度には、県内の438事業所から届出された化学物質の排出量が2,509トン、移動量が
1,432トン、排出量と移動量の合計が3,941トンであり、令和３年度と比較して375トン増加しまし
た。

○PRTRデータの流れ

○届出排出量・移動量の経年変化
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公害紛争の処理及び環境事犯の取締り

　公害に関する苦情は、私たちの生活様式の変化に伴って多様化しています。これらに適切に対
応するために、県や市町村、警察では窓口を設置し苦情の受理や適正処理の推進を図っています。

１　公害に関する苦情
　令和５年度に県及び市町村が新規に受付した公害苦情件数は350件で、令和４年度に比べて55件
（13.6%）減少しました。
　苦情件数を種類別でみると、典型７公害では、大気汚染に関する苦情が96件と最も多く、次いで
悪臭が57件、水質汚濁が43件であり、典型７公害以外では廃棄物投棄が111件中37件となっていま
す。
　また、主な発生原因は、廃棄物の焼却（野焼き）や自然系、流出・漏えいなどとなっています。

２　公害に関する紛争の処理
　公害に係る紛争については、民事訴訟による司法的解決とは別に、紛争を迅速かつ適切に解決す
るための公害紛争処理制度が設けられています。国では公害等調整委員会が裁定、あっせん、調停
及び仲裁を行い、都道府県では公害審査会等があっせん、調停及び仲裁を行います。
　令和５年度は、秋田県公害審査会での係属事件はありませんでした。

３　環境事犯の取締り
　警察では、日常の生活と健康を脅かしている悪質な環境犯罪を未然に防止するとともに、特に①
「廃棄物の不適正処理事犯」、②「自然環境を破壊する事犯」、③「生活環境を侵害する事犯」に重
点を置いて、取締りを推進しました。
　令和５年中の環境事犯に関する事件の検挙は50件で、前年と比較して15件減少しました。そのう
ち、ごみの不法投棄や不法焼却等による「廃棄物の処理及び清掃に関する法律違反」の検挙は48件
あり、環境事犯の約96％を占めています。

○公害苦情の種類別件数の推移
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気候変動対策の推進

　地球環境問題は、人間の様々な経済活動や日常の活動そのものが原因となっています。将来世
代に良好な環境を継承していくためには、一人ひとりが地球環境の構成員であることを自覚する
とともに、これを郷土の問題として意識し、問題解決のために積極的に取り組むことが必要です。
　本県では、平成23年３月に秋田県地球温暖化対策推進条例を制定するとともに、令和４年３月
には「第２次秋田県地球温暖化対策推進計画」を改定し、秋田県地球温暖化防止活動推進セン
ターと連携しながら、総合的かつ計画的に地球温暖化対策を進めております

１　地球温暖化対策の推進

　令和２年度の温室効果ガス排出量は、9,108千トン-CO２（二酸化炭素換算）であり、2013年度
（平成25年度）比で19.3％減少しています。
　また、二酸化炭素の排出量は8,116千トン-CO２であり、温室効果ガス排出量全体の約9割を占
めているほか、部門別では、全体の約４分の１を産業部門が占めています。
　民生家庭部門、民生業務部門では、2013年度（平成25年度）と比較して二酸化炭素排出量が３
割以上減少するなど、削減が進んでいます。

（１）秋田県における温室効果ガスの排出状況

○温室効果ガス排出量の推移
（千t－CO2）

11,287

9,510 9,108

0

2,000

-2,000
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20132013 20142014 20152015 20162016 20172017 2019201920182018 202020202020

第
３
章

地
球
環
境
保
全
へ
の
積
極
的
な
取
組

地球環境保全への積極的な取組
第３章

26白書本編の関連頁　107



○種類別温室効果ガス排出量（単位：千トン－CO2）

○部門別二酸化炭素排出量（単位：千トン－CO2）

①　秋田県地球温暖化対策推進条例
　平成23年３月に制定した「秋田県地球温暖化対策推進条例」では、地球温暖化対策を総合的
かつ計画的に推進するため、県、事業者、県民等の責務を明らかにするとともに、県が地球温暖
化対策推進計画を策定することや、再生可能エネルギーの導入や森林吸収源対策などの秋田県
の特性を踏まえた地球温暖化対策を推進することを定めています。
　また、事業者の自主的かつ積極的な地球温暖化対策を促進するため、一定規模以上の事業者
に事業活動に伴う温室効果ガス排出削減のための計画書及び実績報告書の提出を義務づけ、提
出された計画書等を県が公表する「計画書制度」を導入しています。

②　第２次秋田県地球温暖化対策推進計画
　平成28年５月に国が地球温暖化対策計画を策定したことを踏まえ、平成29年３月に「第２次
秋田県地球温暖化対策推進計画」を策定し、令和４年３月には、昨今の国内外の動向等を踏ま
え、内容の改定を行いました。
　改定を行った第２次計画では、2030年度（令和12年度）の温室効果ガス排出量を2013年度
（平成25年度）比で54％削減することを目標とし、「温室効果ガスの排出削減対策の推進」、
「再生可能エネルギー等の導入の推進」、「脱炭素地域づくりの推進」などに重点的に取り組み、
「県民総参加で脱炭素の実現を目指す地域社会の形成」を目指すことにしています。

③　秋田県2050年カーボンニュートラル宣言
　令和４年４月に「カーボンニュートラル秋田テイクオフ会議」を開催し、県民・事業者・行政な
どが一体となって地球温暖化防止に向けた取組を進め、2050年のカーボンニュートラルを目指
すことを宣言し、その実現へ向けた取組を進めています。

（２）秋田県地球温暖化対策推進条例及び秋田県地球温暖化対策推進計画

ガス種別／年度
2013比

二酸化炭素 －21.2%
メタン －13.2%
一酸化二窒素 －7.6%
ハイドロフルオロカーボン類（HFCs） ＋77.4%
パーフルオロカーボン類（PFCs） ＋30.5%
六ふっ化硫黄（SF6） ＋32.9%
三ふっ化窒素（NF3） 2 203.8%

差引排出量（排出量合計 － 森林吸収量）

2013
（H25）

10,302
528
314
115
20

8,104

2018

8,520
456
311
188
25
8
2

7,343

2018
（H30）

9,043
453
296
179
25
8
2

8
1

7,207

2020

8,116
458
290
204
26
11
3

6,717 －17.1%
森林吸収量 3,183 2,1672,798 2,391 －24.8%
　　　　　　排出量合計 11,287 9,51010,006 9,108 －19.3%

(R２)(R元)

部門／年度 2013
(H25)

2020
(R２) 2013 比

産業 2,267 2,206 －2.7%
民生家庭 2,674 1,733 －35.2%
民生業務 2,016 1,227 －39.1%
運輸 2,134 1,733 －18.8%
エネルギー転換 529 608 ＋14.9%
廃棄物 438 395 －9.8%
工業プロセス等 244 214 －12.3%

合計 10,302

2018
(H30)

2,422
1,962
1,448
1,993
482
520
217

9,043 8,116

2019
(R元)

2,289
1,842
1,340
1,952
487
431
179

8,520 －19.4%
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①　省エネルギー行動の推進
　地球温暖化への意識醸成や人材育成を図るため、「環境あきた県民塾」を大仙市で7月～12月
に開催し、16名が受講したほか、市町村や学校、住民団体が実施する学習会に対し37回の講師
派遣を実施しました。

②　省エネルギー化の促進
　事業者における省エネルギー対策を推進するため、省エネ設備の導入事例等を紹介するセミ
ナーを11月に開催し、145名の参加があったほか、公的助成制度の活用に関する説明会を３月に
開催し、201名の参加がありました。

（３）温室効果ガスの排出削減対策の推進

①　地域の脱炭素化の促進
　令和３年６月に示された国の「地域脱炭素ロードマップ」においては、脱炭素化の取組を地域
課題の解決に資する取組として各地域から展開していく方針が示されたことから、市町村におけ
る計画策定などの取組に対し、支援を行いました。
　　　
②　森林の保全・整備による二酸化炭素の吸収促進
　二酸化炭素の吸収源となる森林の保全・整備を図るため、市町村や森林組合等が行う植栽や
間伐等の森林施業に対する支援を実施しました。

（５）脱炭素地域づくりの推進

　県内における気候変動適応に関する施策の推進を図るため、気候変動適応法第13条の規定に
基づき設置した「秋田県気候変動適応センター」において、気候変動の影響や適応に関する情報の
収集、提供を行いました。
　また、事業者における気候変動リスクへの適応策について理解を深めるためのセミナーを10月
に開催し53名の参加があったとともに、市町村職員を対象に気候変動への適応を通じた地域づく
りをテーマとしたワークショップを11月に開催し19名の参加があったほか、東北地方環境事務所と
共催で東北気候変動適応フォーラムを１月に開催し46名の参加がありました。

（１）気候変動の影響等の情報提供

　「第２次秋田県地球温暖化対策推進計画」及び「第２期秋田県エネルギー産業戦略」では、太陽
光発電や風力発電等の再生可能エネルギーについて、令和７年度を目標年度として導入を推進して
います。

（４）再生可能エネルギーの導入の推進

○再生可能エネルギーの導入実績と導入目標（単位：kW）

２　気候変動の影響への適応の推進

種　類 導入実績（令和５年度末） 導入目標（令和７年度末）
太陽光発電 327,218 297,738
陸上風力発電 660,289 765,889
洋上風力発電 138,600 138,600
水力発電 306,200 305,577
地熱発電 134,749 136,749
バイオマス発電 104,402 114,650
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海洋汚染対策の推進

　海岸へ打ち上げられるごみの問題が全国的に深刻な影響を及ぼしていることから、県では令和
3年3月に「第3次秋田県海岸漂着物等対策推進地域計画」を策定し、①海岸漂着物等の円滑な処
理の推進、②海岸漂着物等の効果的な発生抑制対策の推進、③環境教育及び普及啓発の推進、④
多様な主体の適切な役割分担と連携の確保を柱として、秋田県の海岸を良好な環境に保つための
対策に取り組んでいます。

１　発生抑制対策

 海岸漂着物等は、山、川、海へとつながる水の流れを通じて本県海岸に漂着するものであり、陸域に
由来して発生する海岸漂着物等には、洪水や台風等の災害によって流木等が大規模に漂着等する場合
もあるものの、多くは日常生活に伴って発生するごみ等が海岸に漂着したものです。
　このため、海岸漂着物等の問題の解決を図るためには、海岸を有する地域のみならず、内陸部を含
む県内すべての地域において共通の課題であるとの認識に立って、発生抑制対策に取り組んでいます。
　このことから県では、海岸漂着ごみの性状や量等に関する経年的な推移を把握するため、令和２年
度から県内３地点において海岸漂着ごみの組成や存在量の調査を実施しています。また、海岸漂着物
となり得る河川ごみの状況を把握するため、令和３年度からは、県内１級河川の上流・中流・下流の各
地点において散乱ごみの組成や存在量の調査を実施しており、令和５年度は子吉川で実施しています。
　令和５年度海岸漂着ごみ組成調査の結果（重量ベース）については、３地点全体で自然物が54.6％、
プラスチックが35.9％、木（木材等）が5.0％であり、人工物の中ではプラスチックが最も多くの割合を
占めています。また、令和5年度河川ごみ組成調査の結果（重量ベース）については、各地点全体でプラ
スチックが39.7％、天然繊維、革が18.3％、ガラス、陶器が12.7％であり、プラスチックが最も多くの
割合を占めています。

　こうした結果を踏まえ、海岸に漂着するごみの現状や、市街地のごみを減らすことが海岸漂着物等
の減少に効果的であることなどを市町村、民間団体、事業者及び県民に対し幅広く周知しています。

○令和５年度海岸漂着ごみ組成調査結果大分類の構成比（重量ベース）

○令和５年度河川ごみ組成調査結果大分類の構成比（重量ベース）

1 位 （％） 2位 （％） 3位 （％）

全体 自然物 54.6 プラスチック 35.9 木（木材等） 5.0

県北 自然物 70.6 プラスチック 22.6 木（木材等） 4.6

県央 自然物 73.0 プラスチック 16.7 発泡スチロール 6.7

県南 自然物 50.4 自然物 39.1 木（木材等） 6.1

子吉川 1位 （％） 2位 （％） 3位 （％）

全体 プラスチック 39.7 天然繊維、革 18.3 ガラス、陶器 12.7

上流 プラスチック 44.7 天然繊維、革 25.1 金属 17.2

中流 プラスチック 70.6 金属 27.6 天然繊維、革 1.8

下流 ガラス、陶器 46.2 プラスチック 17.7 ゴム 14.2

※その他（分類不可のもえがら、回収不可物〔流木、ポリタンク、パイプ家具等〕）を除く
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　県は「第３次秋田県海岸漂着物等対策推進地域計画」において、漁業や観光産業、海水浴等のレク
リエーション等において大きな役割を果たしている海岸の機能を保持することを目的として、22の重
点区域を設定し、海岸漂着物等の回収・処理を県及び市町村が実施しています。また、漂流ごみは、
海洋環境に影響を及ぼすとともに、船舶の先行障害や漁場環境の支障となることから、秋田県漁業協
同組合及び地元漁業者と連携・協力し、令和２年度から漂流ごみの回収・処理を実施しています。
　令和５年度は22の重点区域（実施延長89.19ｋｍ）において、630.20ｔの漂着ごみ及び12.08ｔの
漂流ごみの回収・処理を実施しています。

　しかし、依然として多くの海岸漂着物等が発生していることから、今後も回収・処理を継続して実施
します。

○海岸漂着物等回収・処理実績

２　処理抑制の構築

　海岸漂着物等は、市街地の散乱ごみが海へ流出することも多く、内陸部を含めた全県域の問題とさ
れています。そのため、県では、「あきたクリーン強調月間（４月）」における一斉クリーンアップの実施
等を通じて、海岸漂着物等の発生抑制に関する意識の醸成を図っています。

３　海岸漂着物等の発生抑制に関する普及啓発の推進

（令和６年３月31日時点）

年度 実施区域数 回収実績（t） 実施延長（km）

R5 22 630.20
漂着ごみ  618.20
漂流ごみ    12.08

89.19

R4 20 553.91
漂着ごみ  538.56
漂流ごみ    15.35

81.2

R3 20 413.93
漂着ごみ  407.01
漂流ごみ  6.92

88.6

R2 21 469.93 
漂着ごみ  463.04 
漂流ごみ  6.89

70.43

R1 22 464.84 98.23

H30 20 588.40 88.1
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環境教育・環境学習の推進

　私たちは、環境を保全し、損なわれた環境は再生して未来の世代に引き継いでいかなければな
りません。
　地球温暖化など、私たちの日々の生活や行動を通して環境に与える影響について、正しく理解
し、ライフスタイルを見直すため、また、自ら進んで環境問題に取り組む人々の輪を拡げるために
は、学校教育や社会教育などのあらゆる場面で環境教育を推進することが一層重要となっていま
す。

１　環境教育の推進

 環境教育は、1972年（昭和47年）のストックホルム人間環境宣言
においてその重要性が指摘されて以来、持続可能な社会を実現する
重要な手段として国際的な議論が積み重ねられてきています。
　県では、令和３年３月に「第２次秋田県環境教育等に関する行動
計画」を策定し、持続可能な社会づくりに主体的に参加できる人材
を育成することにより「豊かな水と緑あふれる秋田」を守り育てる
ため、施策の５本柱を踏まえ、体験活動を重視した環境教育や環
境保全活動を推進しています。

○学校における体験活動

 学校では、「ふるさと教育」における自然体験活動を通して、自分たちの住む地域や自然に積極的
に関わろうとする意欲や態度の育成を図ったり、また、総合的な学習の時間などでは環境問題を取
り上げて指導したりするほか、次のような体験活動も行っています。

 そのほか、県では、教育現場における環境学習を推進するため、令和５年度は10校を環境教育支
援校として指定し、観察や実験に必要な器具等を提供するなどの学習支援を行いました。

○令和５年度環境教育支援校
大館市立有浦小学校、大館市立西館小学校、大仙市立中仙小学校、横手市立大雄小学校、
男鹿市立男鹿東中学校、湯沢市立湯沢南中学校、湯沢市立稲川中学校、
秋田県立新屋高等学校、秋田県立大曲支援学校、秋田県立支援学校天王みどり学園

（１）学校における環境教育

豊かな水と緑あふれる秋田

柱１

環境学習の
機会・場
づくり

柱５

各主体の
連携・協働の
取組の推進

柱２

人材の
育成・活用

柱４

情報の
発信・提供

柱３

教材の
整備・活用

継続可能な社会づくりに

主体的に参加できる

人の育成

主な体験活動（令和５年度） 小学校 中学校
ボランティアなど社会奉仕活動 113（64.6％）  78（75.0％）

美化清掃活動 61（34.9％）  62（59.6％）
自然に関わる体験活動 175（100％）  69（66.3％）

（左：学校数、右：全学校数に占める割合）

31 白書本編の関連頁　115－116

環境保全に向けての全ての主体の参加
第４章



　県民に環境問題に関する学習機会を提供するとともに、地域にお
ける環境保全活動の実践者やリーダーを育成することを目的として、
平成16年度から開講しています。
　令和５年度は、環境問題とは何かを全体的に捉える、秋田県の再
生可能エネルギーを知る、食品ロスの削減などの講義や、木質バイオ
マス発電施設の見学などの体験学習の講座を全９回実施しました。
受講生16名のうち、14名が修了し、６名を「あきたエコマイスター」と
して登録しました。

（２）環境あきた県民塾

　令和５年度末現在、県では、229名の方を「あきたエコマイスター」
として登録しています。あきたエコマイスターは、県内の各地域の活動
団体などに所属し、一般の方たちとともに地域の清掃活動に取り組ん
だり、講演会などの企画運営を行ったり、環境イベントへブースを出展
するなどして、地域住民の環境保全意識の高揚のために活動していま
す。

（３）あきたエコマイスターの活動

　こどもエコクラブは次代を担う子どもたちが、仲間と一緒になって
地域の環境や地球環境問題などについて学び、具体的な活動が展開
できるよう支援することを目的として実施している事業です。
　令和５年度に本県では、40クラブ、3,923名の子どもたちが会員と
して登録し、各種自然保護活動や河川の水質調査などの環境活動を
行いました。

（４）こどもエコクラブ

　「環境教育等促進法」に基づく「体験の機会の場」として、「東北電力株式会社能代火力発電所及
び能代エナジアムパーク」（能代市）を平成28年３月に認定しています（県内第１号、全国で12番目
の認定）。令和５年度は、2,934名が来場し、見学を通じて地球環境の大切さ、エネルギー資源の重
要性、環境保全を推進する取組について理解を深めました。

（５）体験の機会の場の認定

　小学生の親子を対象に、海を守る心を育み、海岸漂着物等の発生抑制意識を醸成することを目
的とした「海洋環境体験学習イベント」を実施し、ツアーの様子を動画として制作・放映しています。

（６）海洋環境体験学習イベントの実施

　多くの県民の環境配慮行動の実践につながる手法を探るとともに、将来社会の中心となる若者の
環境問題に対する意識を高めてもらうことを目的として、大学生や専門学校生等を対象としたアイ
ディア実践コンテストを実施しました。

（７）CO2削減に関するアイディア実践コンテスト（ECOコン）の実施

環境あきた県民塾
（ワークショップの様子）

環境イベントへの出展

こどもエコクラブ
活動報告集
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環境に配慮した自主的行動の推進

１　環境美化の取組

２　環境保全に関する啓発事業

 県職員が率先して取り組む環境美化活動として、５月～10月に月1
回、朝の通勤時間等を利用して、通勤経路や庁舎周辺のクリーン
アップを行いました。

（１）みんなでクリーンアップ作戦

 県民、企業・団体等との連携のもと、大人も子どもも一緒に楽しみながら「環境」について学習でき
る場を提供することを目的に平成13年度からイベントを開催しています。
＜令和５年度の実施状況＞
　開　催　期　間：令和５年９月２日（土）～９月３日（日）
　開　催　場　所：秋田市（アゴラ広場・秋田駅前大屋根通り・バス停広場・
　　　　　　　　　　　　フォンテＡＫＩＴＡ　６Ｆ・ＡＮＡクラウンプラザホテル秋田）
　出展・協賛団体：78団体
　来　場　者　数：約27,000人

（１）あきたエコフェス

　スマホアプリを活用し、レジ袋の辞退、リサイクルＢＯＸの利用
などの環境にやさしい取組（エコアクション）を気軽に楽しく実践
してもらう取組を行っています。令和５年度は、24種類のエコアク
ションを設け、多くの事業者の協力を得ながら、その取組を展開し
ています。

（２）あきエコどんどんプロジェクト

　環境に関する地域の学習会に講師を派遣し、環境を大切にする
意識の醸成に努めています。
　令和５年度は、37回講師を派遣し、再生可能エネルギーやエコ
クッキングなどをテーマにした講義を、629名が受講しました。

（３）地域の環境学習への支援

　環境保全に関する実践活動が他の模範となる個人又は団体を
「環境大賞」として表彰しています。
　令和５年度は、３つの部門に対して14件の応募があり、次の６
件が「環境大賞」に選考されました。

（４）環境大賞の表彰

　県内で環境美化活動に取り組んでいる５人以上の団体等（住民団体、町内会、学校、企業等）を
「あきたクリーンパートナー」として登録し、その活動の様子を県のウェブサイトで紹介する取組を平
成18年度から実施しています。令和５年度末時点では46団体が登録されています。

（２）あきたクリーンパートナー登録制度
秋田県環境美化マスコット
「クリンちゃん」

地域学習会等の様子
（エコクッキング教室）

環境大賞受賞者
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　繰り返し使える水筒やタンブラーなどのマイボトルの利用を県民に呼びかけ、ワンウェイプラス
チックの使用削減を啓発しています。マイボトルへの飲料提供が可能な「マイボトル持参運動協力
店」は、令和５年度末時点で８事業所28店舗登録されています。

（５）マイボトル持参運動の推進

　講師派遣や施設見学など、環境保全活動に積極的な企業・団体等を「あきた環境学習応援隊」
として登録し、登録した情報を県公式ウェブサイトで公開するなどして県民に提供しています。
　令和５年度末時点で20事業者が登録されています。

（６）あきた環境学習応援隊事業

　平成14年３月に、県民や企業、各種団体等による環境保全活動の推進
母体として「環境あきた県民フォーラム」が設立され、県民向けの地球温
暖化対策の普及啓発セミナーや小学生を対象とした環境学習会を開催
するなど、地球温暖化防止活動の推進に取組んでいます。
　この他にも、ストップ・ザ・温暖化あきた県民会議をはじめとする様々
な団体がクリーンアップや環境イベントへの出展などの環境保全活動を
展開しており、環境配慮の取組は広がりをみせています。 地球温暖化に関するセミナー

○令和５年度受賞者

３　民間団体との協働推進

　環境に関連する図書を読むことを通じて、環境のことを学び、考える機会を創出するとともに、テレ
ビなどの電気使用量を減らしてＣＯ2削減を図ることを目的として、北海道・北東北の４道県が共同で
呼びかけを行っています。

１　行政間の広域的な協力体制の構築

県民、事業者、民間団体、行政等による環境パートナーシップの推進

部　　　門 受　賞　者 活　動　名　称
個人 酒井　浩 自然観察会の実施

学校教育関係 秋田工業高等専門学校

特定非営利活動法人
はちろうプロジェクト
秋田県スキューバ
ダイビング連盟

八郎潟に関する環境学習・普及啓発事業の実施

海岸と海中の清掃活動や水中写真展の開催

団体 横堀地域づくり協議会 桜の木の保全活動と枯れた枝の再利用
団体 もっと森山をもりあげ隊 山の登山環境整備と、自然観察会や研修会の実施

団体

団体

下水再生水を活用して作った酒米で日本酒を醸造す
る研究
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　県では、環境保全の促進を図るため、環境影響評価の推進をしています。
   また、東京電力福島第一原発事故の発生を受け、大気、水及び農産物等の放射能測定を行うと
ともに、その結果を速やかに県のウェブサイト等で公表しています。

1　環境影響評価の推進

　環境影響評価（環境アセスメント）は、事業者が土地の形状の変更、工作物の新設その他これに類
する事業を実施しようとするとき、それが環境にどのような影響を及ぼすかについて調査、予測、評価
を行い、その結果を公表して住民や市町村などから意見を聴き、その事業に係る環境の保全について
適正に配慮しようとするものです。
　県では、平成12年７月に「秋田県環境影響評価条例」を制定し、道路、河川、発電所、廃棄物処理施
設、工場・事業場用地造成事業など18種類の事業を環境影響評価の対象としています。

２　監視・測定体制の整備

　公害防止協定は、自治体などと事業者との間で、公害を防止するため事業者がとるべき措置などに
ついて取り決めるもので、法律や条例による規制を補い、地域の環境保全について一層の促進を図ろ
うとするものです。
　県では、主要企業５社６事業所と地元市を加えた三者で公害防止協定を締結しています。

（１）公害防止協定

【環境影響評価条例手続】住　民
市町村
知　事

方　法　書
環境アセスメントの
項目・方法の選定

環境アセスメント
結果の取りまとめ

最終的な
取りまとめ

準　備　書 評　価　書
調  査
予  測
評  価

住　民
市町村
知　事
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0.07
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0.09

0.10

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

健康環境センター（秋田市）
鹿角地域振興局
雄勝地域振興局通常レベル（上限値）

通常レベル（下限値）

測定箇所 測定値の範囲（10分間値）
（マイクロシーベルト毎時） 測定期間 測定頻度

県 健 康 環 境 セ ン タ ー 0.024 ～ 0.072

令和５年４月 １ 日
～

令和６年３月31日
24時間
連続

鹿 角 地 域 振 興 局 0.022 ～ 0.084

山 本 地 域 振 興 局 0.032 ～ 0.110

由 利 地 域 振 興 局 0.035 ～ 0.079

仙 北 地 域 振 興 局 0.027 ～ 0.093

雄 勝 地 域 振 興 局 0.016 ～ 0.087

①　空間放射線量
　大気中の放射性物質（空間放射線量）は、県内６箇所（県健康環境センター、鹿角地域振興局、
山本地域振興局、由利地域振興局、仙北地域振興局、雄勝地域振興局）に設置したモニタリングポ
ストにより24時間連続で測定しています。測定値は、一時的なものを除き、これまでの秋田市の通
常レベルの範囲内（0.022～0.086マイクロシーベルト毎時）で推移しています。

（２）福島第一原発事故に伴う放射能対策

○令和５年度の空間放射線量（日間平均値）の状況

モニタリングポストによる空間放射線量の常時監視

山本地域振興局

由利地域振興局

仙北地域振興局

鹿角地域振興局

健康環境センター

モニタリングポスト雄勝地域振興局

原子力規制委員会の
ウェブサイトで情報提供

放射線
モニタリング
情報
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

健康環境センター（秋田市）
鹿角地域振興局
雄勝地域振興局通常レベル（上限値）

通常レベル（下限値）

測定箇所 測定値の範囲（10分間値）
（マイクロシーベルト毎時） 測定期間 測定頻度

県 健 康 環 境 セ ン タ ー 0.024 ～ 0.072

令和５年４月 １ 日
～

令和６年３月31日
24時間
連続

鹿 角 地 域 振 興 局 0.022 ～ 0.084

山 本 地 域 振 興 局 0.032 ～ 0.110

由 利 地 域 振 興 局 0.035 ～ 0.079

仙 北 地 域 振 興 局 0.027 ～ 0.093

雄 勝 地 域 振 興 局 0.016 ～ 0.087

①　空間放射線量
　大気中の放射性物質（空間放射線量）は、県内６箇所（県健康環境センター、鹿角地域振興局、
山本地域振興局、由利地域振興局、仙北地域振興局、雄勝地域振興局）に設置したモニタリングポ
ストにより24時間連続で測定しています。測定値は、一時的なものを除き、これまでの秋田市の通
常レベルの範囲内（0.022～0.086マイクロシーベルト毎時）で推移しています。

（２）福島第一原発事故に伴う放射能対策

○令和５年度の空間放射線量（日間平均値）の状況

モニタリングポストによる空間放射線量の常時監視

山本地域振興局

由利地域振興局

仙北地域振興局

鹿角地域振興局

健康環境センター

モニタリングポスト雄勝地域振興局

原子力規制委員会の
ウェブサイトで情報提供

放射線
モニタリング
情報
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３　環境マネジメントシステムの推進
　県の事務・事業において環境に与える負荷を低減する取組を継続的に推進するため、県では、環境
マネジメントシステムを構築し、平成13年３月にはISO14001の認証を取得しました。
　この認証は、平成21年度末をもって更新を行わず、平成22年度からは、これまでのノウハウを活かし
た県独自のシステムである「あきたエコマネジメントシステム」を新たに構築し、引き続き環境配慮に取
り組んでいます。

②　水道水、降下物
　県健康環境センターを検体の採取場所とし、水道水について年1回、精密測定を実施しました。ま
た、雨やちりなどの降下物については、毎月、1か月分の降下物をまとめて測定しました。
　いずれの測定値も問題のないレベルでした。

③　主要林産物、流通食品ほか
　県民の安全・安心を確保するため、野生山菜やきのこなどの県産主要林産物及び流通食品等40
検体、野生鳥獣肉８検体について放射能を調査しました。その結果、全ての検体において基準値
（100ベクレル／kg）以下でした。

○令和５年度のゲルマニウム半導体検出器による放射能測定実績（精密検査）

区分 検体数

主要林産物（山菜、きのこ等を含む） 13

流通食品 27

野生鳥獣肉 8

継続的改善

P（Plan）
計画

D（Do）
実施及び運用

A（Action）
見直し

C（Check）
点検及び是正措置

【環境マネジメントシステム】
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●「あきた県庁出前講座」主な環境関係講座

●各地域における環境に関する窓口

あきた県庁出前講座とは、県民の要請に応じて県職員が講師として伺って実施するものです。

※ご希望の方は、担当課へ直接お電話ください。日程・内容等について伺います。
※講師への謝金や旅費は不要です。会場使用料、有料の資料等が必要な場合は申込者の負担となります。
※この他の講座や実施要項、申込書等については、秋田県公式サイト美の国あきたネットに掲載しています。

秋田県リサイクル製品
認定制度について 環境管理課 018-

860-1571
018-
860-3881

環境管理課 018-
860-1603

018-
860-388

八郎湖の水質保全対策に
ついて

八郎湖の成り立ち、現在の水質やアオコの
状況、水質保全の取組について

環境管理課
八郎湖環境
対策室

018-
860-1631

018-
860-3881

温暖化対策課 018-
860-1573

018-
860-3881

自然保護課 018-
860-1613

018-
860-3835

温暖化対策課 018-
860-1560

018-
860-3881

主な講座 講　座　概　要 担当課 電話番号 FAX番号

大気・水質環境対策につ
いて

秋田県の地球温暖化対策
について

野生動物の生態と対策に
ついて

食品ロス削減について 食品ロス削減について

秋田県の温室効果ガスの排出状況と温暖化
防止の取組について

大気や水質の状況について
公害関係規制について

リサイクル製品認定制度の概要について

ツキノワグマやイノシシなどの野生動物の
生態や被害対策について
（申込の際はどの動物の話を希望するかお
知らせください）

鹿角市､ 大館市､ 小坂町

北秋田市､ 上小阿仁村

能代市､ 三種町､ 八峰町､ 藤里町

男鹿市､ 潟上市､ 五城目町､ 八郎潟町､ 井川町､
大潟村

由利本荘市､ にかほ市

大仙市､ 仙北市､ 美郷町

横手市

湯沢市､ 羽後町､ 東成瀬村

秋田市

北秋田地域振興局大館福祉環境部 0186-52-3953

北秋田地域振興局鷹巣阿仁福祉環境部 0186-62-1167

山本地域振興局福祉環境部 0185-52-4331

秋田地域振興局福祉環境部 018-855-5173

由利地域振興局福祉環境部 0184-22-4121

仙北地域振興局福祉環境部 0187-63-3694

平鹿地域振興局福祉環境部 0182-45-6139

雄勝地域振興局福祉環境部 0183-73-6157

秋田市環境部環境総務課 018-888-5702

機　関　名 電話番号 管　轄　地　域
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秋田県地球温暖化防止
マスコットキャラクター

あすぴー

秋田県認定リサイクル製品
認定マーク

秋田県環境美化マスコット
クリンちゃん

八郎湖水質保全
シンボルキャラクター
清龍（せいりゅう）くん


